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増税ばかりではない相続税の改正
～小規模宅地特例の見直し～

　来年、平成27年1月1日からの相続税の税制改正による基礎控除額減額

に伴い、今まで相続税とは無縁だと思っていたような方にも相続税がかか

ることになったり、資産をたくさんお持ちでもともと相続税の心配事がある

方にとっても、税制改正後はさらに相続税の負担が増えたり、と相続税に関

する心配事がますます増えてくる事と思います。

　相続財産というと、まず不動産が思い浮かべる方も多いと思います。経営

者の方は、ご自宅の土地建物のほかにも事業用の土地建物も経営者ご自身

で所有されているということも多いのではないでしょうか。このような不動産については、残され

たご家族の方の生活や事業を継続させていくために必要不可欠なものであることから、一定の要

件を満たすものについては、相続税の計算上、税負担を軽減するための特例「小規模宅地等の減

額特例」が設けられています。

　この特例については、来年からは納税者の方には有利になるように、相続税の負担が軽くなる

ような方向で改正されます。

　まず1つめは特定居住用宅地等の特例適用対象面積の拡充です。現在はご自宅の敷地のうち

240㎡までが減額の対象となっていますが、来年からは330㎡までとなります。

　2つめは特定居住用・事業用宅地等の特例適用対象面積の併用です。現在はご自宅の敷地と事

業用に利用されている建物の敷地のどちらも特例の対象となる場合にはご自宅の敷地の240㎡

までと事業用の敷地の400㎡までのいずれか一方を選択、または併用する場合でも最大400㎡ま

でとなっていました。来年からはご自宅の敷地と事業用の敷地につきそれぞれの限度までを併用

できるようになります。ご自宅の敷地については330㎡までを限度とすることになりますので併

用した場合には最大730㎡の敷地について特例を受けることができるようになります。

　また、今年、平成26年1月1日からすでに実施されている特例適用対象の拡充も2つあります。

1つめは二世帯住宅に住んでいる場合、2つめは老人ホームを利用している場合です。以前はこの

2点について、特例が適用できないものとされていましたが、ライフスタイルの多様化に伴い特例

適用が認められることとなりました。

　この特例を受けるためには様々な要件をクリアする必要があります。ご自身の場合は特例を受

ける事ができるのか気になる、という方は是非お近くの税理士にご相談ください。

東北税理士会郡山支部
税理士 大竹 聡美

税のミニ通信
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　２月１４日、田村支部新春講演会を磐梯熱海温泉、栄楽館で開催した。講演会の講師に田村市長の
冨塚宥暻氏を迎え、田村支部会員40名が出席した。「田村市政について」をテーマに講演し、参加
者一同は熱心に聞き入っていた。
　市長を囲んでの新年会では市長と活発に意見を交わし交流を深めていた。

２月１４日 田村支部新春講演会を磐梯熱海温泉 栄楽
田村支部新春講演会・新年会開催田村支部新春講演会・新年会開催

　２月１９日、「消費税率引き上げ－そのポイントと実務対応」セミナーを郡山法人会会館で開催し
た。講師を務めて頂いた税理士の星叡氏から、消費税の基本から税制改正の内容や実務処理のポ
イントについて学んだ。参加者は積極的に質問をし、税に関する知識を深めていた。

２月１９日「消費税率引き上げ そのポイントと実務対応」セミナ を郡山法人会会館で開催し
「消費税率引き上げ－そのポイントと実務対応」セミナー開催「消費税率引き上げ－そのポイントと実務対応」セミナー開催

　２月２７日、青年部会新春研修会を郡山ビューホテルで開催し、郡山市長の品川萬里氏を講師にお
迎えした。「よりよい郡山のために、地域全体の魅力を発信していくことが大切」と語った品川氏は
郡山市の取組みや今後の課題について講演し、参加者は真剣な表情で耳を傾けていた。
　その後の新年会では和やかに懇談し参加者と意見を交わし交流を深めていた。

２月２７日 青年部会新春研修会を郡山ビ ホテルで
青年部会新春研修会・新年会開催青年部会新春研修会・新年会開催

熱心に聴講する受講者 講師の冨塚宥暻氏

講演する品川萬里氏 青年部会新春研修会


